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１．文部科学省による「オワハラ」の周知
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◆全国キャリア教育・就職ガイダンス

（大学等の役員及び部局の長、教職員、キャリア教育・就職支援業務担当者等、企業等の人事採用・人財育成担当者、

地方公共団体就職支援等担当者等が参加）

◆国立大学学生関係副学長・部課長会議

◆日本私立高等専門学校協会総会（春季）など

R5周知実績

「オワハラ」の
✔概要
✔具体的な事例
✔大学等に求められる取組

について周知
（実際に使用した資料は次項を参照）
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◆面接担当者の目の前で、他社に就職活動の辞退を電話させたり、メールを送るよう強要された。

◆内定を受諾する書類の提出を求められ、すぐに提出しないと内々定を取り消すと言われた。

◆内々定後に学生の意志に反して学校からの推薦書を正式な内定日より前に求められた。

◆内々定後、懇親会や研修会などが頻繁に開催され、必ず出席するよう求められた。 など

学生の職業選択を妨げる行為ーいわゆる「オワハラ」についてー

概要

大学等に求められる取組

具体的な事例

○企業が人材確保に熱心になるあまり、就活中の学生に対して、次のような行う行為を行うことがあります。
・自社の内々定と引き替えに就職活動の終了を強要するなど、職業選択の自由を妨げる行為
・学生の意思に反して就職活動の終了を強要するハラスメント的な行為
⇒正式な内定日は10月以降とすることを要請しているため、正式な内定前に内定承諾書や
誓約書をはじめとした内定受諾の意思確認書類の提出を要求することなどは控える必要がある。

○学生から相談があった際に適切な対応ができるよう、学内の相談窓口の周知などが必要。
○また、学生が安易に複数社に応募したり、いたずらに複数の内々定を保有し続けたりする
ことがないよう誠意ある対応に努め、節度ある就職活動を実施する事が求められるため、
適切な指導をお願いします。
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１．文部科学省による「オワハラ」の周知



企業等の学生に対するハラスメントでお困りの際には
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２．就職問題懇談会による企業等への要請

就職問題懇談会とは

4

○就職問題懇談会は、学生の就職活動の在り方について検討・協議を行う、国公私立の大学、
短期大学及び高等専門学校関係団体の代表者から構成される組織。

◆大学等卒業・修了予定者の就職・採用活動の秩序を維持し、正常な学校教育と学生の学修

環境を確保するとともに、学生が自己の能力や適性に応じて適切に職業を選択できるようにする

ため企業等へ要請する事項を整理し、就職活動の秩序維持について経済団体等に対し要請。

企業等への要請について

令和５年４月１０日付
経済団体・業界団体等の長宛要請３頁抜粋
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３．大学による「オワハラ」の周知
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◆大学のホームページ

◆就活生に配布する「就職ガイドブック」

◆キャリアガイダンス など

周知事例

琉球大学
キャリア教育センターHP

（2023年8月15日閲覧）
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３．大学による「オワハラ」の周知
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東京都市大学
就職サポートブック2025 P99
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３．大学による「オワハラ」の周知
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上智大学
就職活動実践ガイド P92
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４．就職活動における「大学推薦」の扱いについて
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立教大学
キャリアセンターツイッター
（2023年1月18日）

一部の大学では、ホームページ上で自由応募の際の「大学推薦状」が内定（内々定）の辞退防止に使われ

ることが多いため、発行を廃止している旨明記している例が見られる。

関連報道記事

○2023年6月1日（木）読売新聞夕刊１１面 後付け推薦「内定の条件」
一部の企業で選考の最終段階などに大学の推薦状を提出するよう学生に求める「後付け推薦」
が行われ、大学側が問題視。提出すれば選考で有利になるが、内定を辞退しづらくなり、職業選
択の自由を妨げる恐れがあるためだ。専門家は「学生の心理につけ込んだ新たなオワハラだ」と批判
している。
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４．就職活動における「大学推薦」の扱いについて
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中央大学においては、就職問題懇談会による「企業等への要請」にも言及。

中央大学ホームページ

（2023年8月15日閲覧）
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５．大学等のキャリアセンターにおける相談体制

10
「大学における教育内容等の改革状況について（令和２年度）」15頁

全国の国公私立大学のうち、

80.8%の大学が学生の就職支援のため
のセンター等を設置。


